



















































































































































































































・作業が専門あるいは資格に一致しない 4．0 3．6 4．1 一〇．4 十〇．1 十〇．5
・職種不満 10．0 7．3 7．8 一2．7 一2．2 十〇．5
・等級上昇の展望がない 1．0 1．1 0．8 十〇．1 一〇．2 一〇．3
・作業の単調さ 0．3 一 一 一〇．3 一〇．3 一
計 115・31・2・・1・2・・卜a・1一凱・1 十〇．7
〈労働組織〉
・作業にリズムがない 2．0 0．7 3．0一1．3 十1．0 十2．3
・不都合な交替制 1．1 3．4 1．3 十2．3 十〇。2 一2．1
・きびしいノルマ 0．2 一 一 一〇．2 一〇．2 一
計 1・・3 4．1 4．3 十〇．8 十1．0 十〇．2
〈労働条件〉
・肉体的に重労働 2．7 2．5 2．4 一〇．2 一〇。3 一〇．1
・不潔な作業 1．0 1．3 1．6 十〇．3 十〇．6 十〇．3
・有害な労働条件 1．2 2．1 2．9 十〇．9 十1．7 十〇。8
・作業後自由にすごすための良好な条件が不
¥分 一 一 0．1 一 十〇．1 十〇．1? 14・ 5．9 7．01・…1十2．1 十1．1
〈集団における人間関係〉
・職長・管理者とうまくいかない 0．9 1．5 2．1 十〇．6 十1。2 十〇．6
・集団が気にいらない 0．1 0．1 0．4 一 十〇．3 十〇．3
? 11・・ 1．6 2．5 十〇．6 十1．5 十〇．9
〈生活条件動機〉
・賃金不満 13．5 12．9 12．8一〇．6 一〇．7 一〇．1
・住宅不満 9．8 9．7 16．5 一〇．1 十6．7 十6．8
・職場と住居が遠い 5．7 6．6 5．9 十〇．9 十〇．2 一〇．7
・児童施設不足 5．6 2．3 3．6 一3．3 一2．0 十1．3
計 34．6 3L5 38．8 一3．1 十4．2 十7．3
噛く個人的動機〉
・健康状態 4．6 3．9 6．2 一〇．7 十1．6 十2．3
・結婚・出産 4．0 2．8 8．9 一1．2 十4．9 十6．1
・修学のための退職 一 12．2 3．8 十12。2 十3．8 一8．4
・転居 26．7 10．3 6．0 一16．4 一20。7 一4．3
・都市の生活条件に不満 一 2．4 1．5 十2．4 十1．5 一〇．9
・両親とくらしたい 一 8．8 5．2 十8．8 十5．2 一3．6
計 35．3 40．4 31．6十5．1 一3．7 一8．8



































































































? 1 37・・1 20．4
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計 18．8 24．4 22．8 5．9 4．3 6．5
〈生活水準動機〉
賃金不満 26．4 21．4 22．5 10．9 7．1 8．2
住　居 一 一 一 17．5 10．3 9．9
受付から職場が遠い 4．2 0．9 1．4 一 一 一
住居から企業が遠い 一 一 一 2．9 2．7 2．0
児童施設に空きがない 一 一 一 2．9 0．7 2．3
計 30．6 22．3 23．9 34．2 20．8 22．4
〈職種・資格動機〉
作業が専門に一致しない 6．0 7．2 6．3 1．7 4．4 5．8
職種不満 9．4 6．1 11．7 6．1 4．5 6．4
等級上昇の展望がない 2．0 1．4 1．2 0．4 0．2 0．2
作業の単調さ 1．0 0．3 0．7 0．1 一 一
学習の可能性がない 1．6 0．6 0．3 一 一 一
作業の性格や持場が不安定 一 2．6 0．9 一 一 一
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＼都市人・ 域内都市・域外都市間 域内都市・域外農村間 域内の都市・農村間 域外移住（計） 都市・農村間（計） ?
1000人あたり 一一・・71 0．3 9．9 一2．4 10．2 7．5


































































年齢グループ ?? ? ? ?? ? ? ?? ? ?
?? ? ? ?? ? ? ? ? ?
19歳以下 63．3 16．7 20．0 52．6 7．9 39．5 65．4 15．9 18．7
20－24歳 52．9 22．9 24．3 58．2 16．3 25．5 53．0 17．8 29．2
25－29歳 61．1 7．4 31．5 63．9 12．4 23．8 61．3 11．3 27．5
30－39歳 62．4 16．5 21．2 63．4 13．5 23．1 63．8 17．0 19．1
40－44歳 72．1 11．6 16．3 61．8 7．3 30．9 81．0 14．3 4．8
45－49歳 69．2 15．4 15．4 64．7 14．7 26．6 70．0 30．0 0
50歳以上 84．3 5．9 9．8 84．5 5．2 10．3 82．4 5．9 11．8
出所：八BH】KeHHe　KanpoB　B　cH6HpcKoM　ropone．　cTp．36．
表8　ノヴォシビルスク工業における他地区からの移住老と州外への移住を指向している退職者の
　　専門教育水準の相違　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
専門教育を受けている
被　　　検　　　者 専門なし 職業技術学校
H場技能学校
ﾂ人班教育 技術学校 高等教育施設
他地区からの移住者
B外への移住を指向している退職者
46．4
R5．8
38．3
S9．8
13．3
P2．2
2．0
Q．2
　　　出所：双BH）KeHHeκanpoB　B　cH6HpcKoM　ropoAe．　cTp．37．
えられる。①②の場合、都市外部からの労働力の流入が不可避であり、また③も域内住民の絶対数を
かえるものではないが、追加的移住「容量」を形成し、人口流入を促進する。さらに、②による空い
た持場は、広い意味で相対的に悪い労働条件の部門、職種、企業に発生し、そこに新住民が流入して
くる以上、新住民の労働・生活条件の水準は、他の住民と比べて相対的に低く、これは新住民の定着
を妨げている。
　以上の分析を総括すれば、図2のようになる。
　①まず、西シベリア都市の「経済的容量」と「社会的容量」の不均衡は、地域間の移住をともな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ－ドル　　った人口移動をもたらしている。この結果、相対的に教育水準が高く高資格の要員が流出し、発
　　生した欠員の補充のために主として域内の農村から大量の低資格（しかも質を量でおぎなうため
　　　　　　　カ－ドル　　に流出した要員数以上の）労働者が流入する。こうして、都市の労働資源は量的には増加するに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ－ドル　　もかかわらず、その質的構成は相対的に悪化し、さらに要員の追加的な教育・養成費が必要とな
　　る。結果的に、都市住民の生活条件は相対的に悪化し、都市の「経済的容量」と「社会的容量」
　　の不均衡も一層悪化する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ　ドル　②また、移住をともなった人口移動の増大は、出生率の相対的低下、要員流動の増大、新住民の
　　割合の増加をもたらし、これは移住を一層促進する。労働力流動による社会的生産からの一時的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一181一
図2　個別地域の労働資源形成に対する移住の影響
シベリア都市の「経済的」容量と
「社会的」容量の不均衡
労働資源の流出 地域における移住的人口移動の増大
域外転出による空
いた持場の発生
最も教育水準が高
く高資格の要員の
流出
要員の追
力的養成
の必要
労働資源
の質的構
成の相対
的悪化
低資格労働者の大
量引き入れの必要
一一「???
労働力構成の
質的悪化をお
ぎなう必要
出生率の
相対的低?
要員の流
動性の増?
地域にお
ける新移
住者の割
合の増大
労働者の社会的生産からの離
脱による設備・労働力利用の
悪化、労働生産性の低下、労
働時間の損失など
強度の地域内移住
社会的生産効率向上のテ
ンポの低下
地域都市への労働資源の追加的
流入（主として地元農村から）
域外転出者の
補充の必要
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿　　＿＿
地域内移住による空
きの発生との関連
移住者の社会的生
産からの一時離脱
による空いた持場
の発生
農業生産効
率向上テン
ポの低下
?ー?ーー?????
農村の労働
力バランス
の悪化
地域の都市住民の生活
条件の相対的悪化
農村の自然的
再生産条件の
悪化
＿＿＿J
農村の労働資源の
質的構成の悪化
出所：双BH）KeHHe　Ka双poB　B　cH6旺pcKoM　ropone．　cTp．30－31．
　離脱は、設備や労働力利用の悪化、労働生産性の低下、労働時間利用の損失などをもたらし、結
　局社会的生産効率向上テンポを低下させ、再び都市の「経済的容量」と「社会的容量」の不均衡
　を拡大する。
③域内移住は、労働力流動一般と同様の社会的損失をともなうぼかりでなく、社会的生産からの
　一時的離脱によって空いた持場を発生させ、農村住民の都市への流入を一層促進する。
④さらに、①②③の事情は、農村における労働力バランスの悪化、農村の労働資源の質的構成の
　悪化、農村の自然的再生産条件の悪化をもたらし、結局社会的生産効率全体に悪影響を与え、都
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　　市における生活条件一般の相対的悪化をもたらすのである。
　このように、労働力流動問題は、単に企業レベルだけでなく、地域レベルにおいても困果連関をも
っていることがわかる。
IV　労働力利用計画化のための体系的アプローチの提言
　以上、本稿では、西シベリア地方の労働力流動に関する資料を素材として、労働力流動問題が企業
レベルにとどまらず、移住問題との交錯を通じて、地域経済と構造的に結びついていることを明らか
にした。これは、地域レベルでの労働力流動対策の必要性を示唆するぼかりでなく、人間を労働力と
してのみ扱う労働資源＝視座から、生産力要因としての労働力と物質的・精神的富の消費者とを後者
の主導のもとに統一する人間的要因＝視座への転換をも要請しているように思われる。こうした観点
　　　　　　ガロドルから見ると、要員の安定化は、まさに生活そのものの安定化にほかならず、これは労働力利用計画を
労働と生活を統一した概念としての生活者に立脚させねぽならないことを意味している。「生活する、
ということは、言うまでもなく、働く、あるいは労働する場をもち、収入を得、本拠をもち、衣・食・
住、育児、教育、福祉、文化、等々のにない手として、一方では職場で、他方では住居と地域社会
で、自然と人間とのたえざる物質代謝のなかにいるということであり、人間としての生命をたえず再
生産しつつある存在として、人間をつかむということであろう。」53）モズィレヴァT．A．　Mo3NpeBa
も、同様の立場から生活の安定化を、生産的要因（職種上の安定化と企業における安定化）と非生産
的要因（居住地点の安定化と家族関係の安定化）の統合としてとらえている36）。さらに、これは、労
働力流動には予測不可能な部分的無知が存在しており、労働力利用計画は部分的無知を考慮したもの
でなけれぽならないことをも示している37）。
　マリーニンE．皿．ManHHHHは、今日までの労働力バランス法は人間を生産的要因＝労働力とし
てのみ扱い、人間的な問題は経済効率の問題と切りはなされていたとして、次のような体系的アブP
一チを提示している。
　①下位システム（ミクロシステム）
　a　「人間」システム
　b　「機械」システム
　②中位システムー「人間」システムと「機械」システムを一定の様式で結合するシステム。
　これを「生産nPOH3BonCTBO」と称する。（職区、職場、企業など）
　③一連の「生産」システムの結合は、上位システムを構成し、これを「経済XO3fitiCTBO」と称
　　する。（都市、州、地域など）38）
　このように、①中位システムである「生産」を上位システム「経済」のなかに位置づけられたオープ
ンシステムとして理解し、②「人間」システム＝＝社会体系と「機械」システム＝技術体系に同等の地
位を与え、③この2つの体系をそれぞれ独立変数とみなし、④その同時的最適化を計るという点は、
「労働の人間化」の理論的基礎の一つとされている開放的社会・技術体系論とよく似た論理構成をも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一183一
つように思われる39）。しかし、開放的社会・技術体系論は、企業を動的な環境一しかもその概念や要
素が不明確な一と資源を交換するオープンシステムととらえ、環境と企業とのあいだの交換を媒介す
る技術を条件・「境界条件」とすることによって、あくまでも経営効率を求める企業の立場から内部
システムと外部環境の双方を管理することを目指している40）。つまり、「労働の人間化」や「人間的
価値の実現」は企業の経済的合理性追求の手段となっている41）。
　これにたいして、マリーニンのモデルでは、「生産」の具体的環境として地域経済一しかもこれは
国民経済におけるオープンシステムである一が前提されており、社会体系と技術体系の同時的最適化
を個々の生産単位ぽかりでなく、より上位のレベルすなわち地域経済において追求しようとしている
点に特徴がある。こうしたアプローチが成立する前提条件となっているのは、なによりもまず生産手
段が社会化されていることであろう。そして、この前提のもとにおける地域経済レベルでの、しかも
部分的無知を考慮した、労働力利用の計画化こそ、生活者としての人間を基礎とし、人間的要因を体
系的に取り込んだより広い基準に立脚したアプローチを可能とするであろう42）。ソ連経済は生産手段
が社会化されている限りにおいて、こうした理論を現実化しうる可能性をもつ。この可能性を現実性
へと転化するものは、企業レベルにおける自主管理の実質化と地方自治制度の充実（その物質的基礎
である地方財政の民主化）であろう。なぜなら、生活者としての人間は、一方で労働者として直接に
生産と係わっており、他方において物質的・精神的富の消費者として生活環境としての地域経済と係
わっているからである。こうした産業民主主義と地域民主主義の結合こそが、社会の主人公としての
勤労者が「自分たちのつくりだした富を自然と調和のとれた形で維持し、自分たち自身の人間として
の生存と発達を保障しうるように活用しうるシステム」43）の開発に役立ちうるのではないだろうか。
そして、このアブP一チこそ社会主義社会における「市民」と「勤労者」の矛盾を44）発展的に解消し
うる道ではないだろうか。
注1）詳しくは、藤田勇『概説ソビエト法』東京大学出版会、1986年、163～188頁を参照。
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146頁。
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20）
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